
令和5年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業一覧

（単位：千円）

低所得者支援枠 657,718 推奨事業メニュー 131,698

給付金・定額減税
一体支援枠 7,334 合計 796,750

No. 事業名 所管課
コロナ関連
決算額

交付金
充当額

1
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金
（追加給付）支給事業【物価高騰対策給付金】

社会福祉課 698,178 657,718

2
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金
（均等割のみ課税世帯分）支給事業【物価高騰対
策給付金】

社会福祉課 7,334 7,334

4
介護サービス事業者等物価高騰対策支援金給付
事業 高齢者福祉課 86,681 76,248

5
障がい福祉サービス事業者等物価高騰対策支援
金給付事業

障がい者福祉課 19,218 16,905

6
保育施設等に対する物価高騰対策支援事業（地
域型保育給付事業）

保育課 368 323

7
保育施設等に対する物価高騰対策支援事業（私
立保育園等運営費支援事業）

保育課 2,952 2,596

8
保育施設等に対する物価高騰対策支援事業（認
可外保育施設等利用者補助事業）

保育課 159 140

9
保育施設等に対する物価高騰対策支援事業（私
立幼稚園幼児教育振興事業）

保育課 162 143

10
保育施設等に対する物価高騰対策支援事業（保
育園運営事業）

保育課 5,255 4,623

11 学校給食事業（賄材料費高騰分） 給食センター 34,923 30,720

原油価格・物価高騰による影響を受けている市内に事業
所を有する介護サービス事業者に対し，本市の独自支援
策として「介護サービス事業者等物価高騰対策支援金」を
支給し，安定的な事業の継続を支援した。

原油価格・物価高騰による影響を受けている市内に事業
所を有する障がい福祉サービス事業者に対し，本市の独
自支援策として「障がい福祉サービス事業者等物価高騰
対策支援金」を支給し，安定的な事業の継続を支援した。

事業内容

物価高が続く中で住民税非課税世帯へ1世帯当たり7万円
の給付金を支給した。
・支給件数　9,861世帯

物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯へ1世帯当
たり10万円の給付金を支給した。
・支給件数　50世帯

市内小中学校において，物価高騰対策として，これまでど
おりの栄養バランスや量を保った給食の提供ができるよ
う，消費者物価指数を考慮し，賄材料費を増額した。

市内に設置された私立保育園等（20施設）に対し，物価高
騰対策として，「特定教育・保育施設等物価高騰対策支援
金」を支給することにより，これまでどおりの栄養バランス
や量を保った給食の提供ができるよう支援を行った。

市内に設置された認可外保育施設等（13施設）に対し，物
価高騰対策として，「特定教育・保育施設等物価高騰対策
支援金」を支給することにより，これまでどおりの栄養バラ
ンスや量を保った給食の提供ができるよう支援を行った。

市内に設置された地域型保育事業所（15施設）に対し，物
価高騰対策として，「特定教育・保育施設等物価高騰対策
支援金」を支給することにより，これまでどおりの栄養バラ
ンスや量を保った給食の提供ができるよう支援を行った。

市内に設置された私立幼稚園（6施設）に対し，物価高騰
対策として，「特定教育・保育施設等物価高騰対策支援
金」を支給することにより，これまでどおりの栄養バランス
や量を保った給食の提供ができるよう支援を行った。

公立保育園（13施設）において，物価高騰対策として，こ
れまでどおりの栄養バランスや量を保った給食の提供が
できるよう，消費者物価指数を考慮し，賄材料費を増額し
た。


